
 
 

京都市吹付けアスベスト除去等助成事業補助金交付要綱 

 

平成１９年６月１日制定 

平成２０年４月１日改正 

平成２１年１月１日改正 

平成２１年６月１５日改正 

平成２２年４月１日改正 

平成２６年４月１日改正 

平成２８年５月９日改正 

             平成３１年４月８日改正 

令和２年４月１日改正 

令和３年４月１日改正 

令和７年４月１日改正 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、本市に存する民間建築物に使用された吹付けアスベストの飛散による市民の健康

被害を防止するため、アスベストの含有調査及び除去等に対する補助金（以下「本補助金」という。）

の交付に関し、京都市補助金等の交付等に関する条例（以下「条例」という。）及び京都市補助金等の

交付等に関する条例施行規則に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

⑴ アスベスト クリソタイル、アモサイト、クロシドライト、トレモライト、アクチノライト、アン

ソフィライトをいう。 

⑵ 吹付けアスベスト 平成１８年国土交通省告示第１１７２号（平成１８年９月２９日）の各号に掲

げる吹付け石綿及び含有する石綿の重量が当該建築材料の重量の０．１パーセントを超える吹付け

ロックウールをいう。 

⑶ 建築物石綿含有建材調査者 建築物石綿含有建材調査者講習登録規程（平成３０年厚生労働省・国

土交通省・環境省告示第１号。以下「登録規定」という。）第２条第２項から第４項までに規定する

者をいう。 

⑷ 含有調査 建築物の吹付け建材についてアスベスト含有の有無及びアスベストの量を分析して調

査することをいう。 

⑸ 除去等 建築物の吹付けアスベストの除去、封じ込め又は囲い込みをいう。 

⑹ 実施計画 除去等に関する事業の計画をいう。 

⑺ 補助事業 本補助金の交付の対象となる含有調査又は除去等をいう。 

⑻ 補助事業者 補助事業を行う者をいう。 

 

（補助対象者） 

第３条 本補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、補助金の交付の対象となる

建築物（以下「補助対象建築物」という。）の所有者で、補助事業者とする。 



 
 

２ 補助対象建築物が区分所有建物である場合は、前項の規定に関わらず、補助対象者は、当該区分所有

建物の管理組合の代表者（区分所有法第２５条に規定する管理者又は同法第４９条に規定する理事を

いう。以下同じ。）で、補助事業者とする。 

３ 補助対象建築物が信託法第２条第３項に基づく信託財産である場合は、前２項の規定に関わらず、補

助対象者は、信託法第２条第５項に基づく受託者で、補助事業者とする。 

 

（補助対象建築物の基本的要件） 

第４条 補助対象建築物は、次の各号のいずれにも適合するものでなければならない。 

⑴ 本市の区域内に存する建築物であること。 

⑵ 国又は地方公共団体が所有している建築物でないこと。 

⑶ 建築基準法（以下「法」という。）第２８条の２の規定について、法第３条第２項の規定の適用を

受けている建築物であること。 

⑷ 本補助金のほかに、本補助金の交付の対象となる費用（以下「補助対象費用」という。）に対して、

公的機関から、直接又は間接に、同種類似の補助金その他の金銭的給付の交付を受けていない建築物

であること。ただし、補助金等の重複受給に当たらないと市長が認めるときは、この限りでない。 

 ⑸ 当該建築物を継続して使用する予定であること。 

 

（含有調査の補助要件） 

第５条 含有調査の補助対象建築物は、次の各号のいずれにも適合するものでなければならない。 

⑴ アスベスト含有のおそれがある吹付け建材が、現に存する建築物であること。 

⑵ 過去に含有調査に係る本補助金（以下「含有調査補助金」という。）の交付を受けた建築物でない

こと。 

⑶ 補助対象建築物が区分所有建物である場合は、含有調査を実施する旨の決議（区分所有者による集

会の決議をいう。以下同じ。）がある建築物であること。 

⑷ 補助対象建築物（区分所有建物を除く。）に共有者がある場合は、含有調査の実施について共有者

全員の同意を得ている建築物であること。 

２ 含有調査は、建築物石綿含有建材調査者が実施しなければならない。ただし、登録規定第２条第４項

に規定されている一戸建て等石綿含有建材調査者が実施する調査範囲は、一戸建ての住宅又は共同住

宅（長屋を含む。）の住戸の内部に係るものに限る。 

３ 含有調査は、「建材中の石綿の含有率の分析方法について」（令和３年１２月２２日付け基発１２２

２第１８号）及び「石綿障害予防規則第３条第２項の規定による石綿等の使用の有無の分析調査の徹

底等について」（平成２０年２月６日付け基安化発第０２０６００３号厚生労働基準局安全衛生部化学

物質対策課長通達）に基づき実施しなければならない。 

 

（除去等の補助要件） 

第６条 除去等の補助対象建築物は、次の各号のいずれにも適合するものでなければならない。 

⑴ 吹付けアスベストが現に存する建築物であること。 

⑵ 過去に除去等に係る本補助金（以下「除去等補助金」という。）の交付を受けたものでないこと。 

⑶ 除去等の完了により、法第２８条の２の規定に適合し、又は吹付け建材からアスベストを飛散させ

るおそれがなくなること。 



 
 

⑷ 補助対象建築物が区分所有建物である場合は、除去等を実施する旨の決議がある建築物であるこ

と。 

⑸ 補助対象建築物（区分所有建物を除く。）に共有者がある場合は、除去等の実施について共有者全

員の同意を得ている建築物であること。 

２ 除去等は、建築物石綿含有建材調査者が実施計画を策定のうえ、当該計画に基づく現場体制に基づき

実施するものとする。ただし、登録規定第２条第４項に規定されている一戸建て等石綿含有建材調査者

が策定する実施計画は、一戸建ての住宅又は共同住宅（長屋を含む。）の住戸の内部に係るものに限る。 

３ 除去等は、次の各号のいずれかに該当する工法により実施するものとする。 

⑴ 一般財団法人日本建築センター若しくは一般財団法人ベターリビングが審査証明を行った「吹付

けアスベスト粉じん飛散防止処理技術」を有する者が実施する、同審査証明を受けた工法 

⑵ 「建築物等の解体等に係る石綿ばく露防止及び石綿飛散漏えい防止対策徹底マニュアル」又は「既

存建築物の吹付けアスベスト粉じん飛散防止処理技術指針・同解説」に掲げる工法 

 

（補助対象費用） 

第７条 補助対象費用は、補助事業に要する費用（消費税及び地方消費税を除く。）とする。 

 

（補助金の額） 

第８条 補助金の額は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に掲げる額とする。 

⑴ 含有調査補助金 含有調査の補助対象費用（その額が２５万円を超える場合は、２５万円） 

⑵ 除去等補助金 除去等の補助対象費用に３分の２を乗じて得た額（その額が１００万円を超える

場合は、１００万円） 

２ 前項の規定により算出した補助金の額に１，０００円未満の端数があるときは、その端数は切り捨て

るものとする。 

 

（交付の申請） 

第９条 含有調査補助金に係る条例第９条の規定による申請（以下「交付申請」という。）は、含有調査

補助金交付申請書（第１号様式）に次の各号に掲げる書類を添えて行わなければならない。 

⑴ 補助対象建築物の位置図（縮尺２，５００分の１程度で、敷地内における補助対象建築物の配置が

わかるもの） 

⑵ アスベストの含有のおそれがある吹付け建材のある場所を示した補助対象建築物の図面（縮尺２

００分の１程度の平面図、天井伏図、断面図等） 

⑶ 補助対象建築物に存するアスベストの含有のおそれがある吹付け建材の現況写真（１箇所につき

異なる角度から撮影した複数枚）又はアスベストの含有のおそれがある吹付け建材が使用されてい

ることを表す設計図書等（仕上げ表、矩計図等） 

⑷ 確認済証又は検査済証の写しその他補助対象建築物の建築年代の証明となるもの 

⑸ 補助対象建築物の登記事項証明書（発行日から３箇月以内のもの） 

⑹ 補助対象建築物が区分所有建物である場合は、含有調査を実施する旨の決議があることを証する

書類又はこれに類する書類 

⑺ 補助対象建築物に共有者がある場合にあっては、含有調査の実施に関する共有者全員の同意書 

⑻ 含有調査に係る費用の複数の事業者が作成した見積書（調査を行う建築物の所在地及び要綱第５



 
 

条第３項に定める分析方法を明記したもの） 

⑼ 含有調査を行う建築物石綿含有建材調査者の調査者登録証の写し 

 ⑽ その他市長が必要と認める書類 

２ 除去等補助金に係る交付申請は、除去等補助金交付申請書（第２号様式）に次に掲げる書類を添えて

行わなければならない。ただし、市長が提出の必要がないと認める書類については、この限りでない。 

⑴ 補助対象建築物の位置図（縮尺２，５００分の１程度で、敷地内における補助対象建築物の配置が

わかるもの） 

⑵ 吹付けアスベストが施工された場所を示した補助対象建築物の図面（縮尺２００分の１程度の平

面図、天井伏図、断面図等） 

⑶ 補助対象建築物に存する吹付けアスベストの現況写真（箇所ごと） 

⑷ 含有調査結果を記した書類 

⑸ 確認済証又は検査済証の写しその他補助対象建築物の建築年代の証明となるもの 

⑹ 補助対象建築物の登記事項証明書（発行日から３箇月以内のもの） 

⑺ 補助対象建築物が区分所有建物である場合は、除去等を実施する旨の決議があることを証する書

類又はこれに類する書類 

⑻ 補助対象建築物に共有者がある場合にあっては、除去等の実施に関する共有者全員の同意書 

⑼ 除去等に係る費用の複数の事業者が作成した見積書（除去等を行う建築物の所在地を明記したも

の） 

⑽ 除去等を行う予定の工事施工業者が第６条第３項第１号に定める工法により施工する場合は、当

該工法について審査証明を受けていることを証する書面の写し 

⑾ 実施計画の策定等を行う建築物石綿含有建材調査者の調査者登録証の写し 

⑿ その他市長が必要と認める書類 

     

３ 前２項に規定する書類については、審査を適切に行えると市長が認める書類をもって代えることが

できる。 

 

（決定の通知） 

第１０条 条例第１２条第 1 項による通知は、補助金交付決定通知書（第３号様式）により行う。 

 

（補助事業の着手） 

第１１条 補助事業は、条例第１２条第１項の規定による交付決定の通知を受けた日（以下「交付決定通

知日」という。）以後に着手しなければならない。 

（補助事業の履行期間） 

第１２条 補助事業者は、交付決定通知日の存する年度の２月末日（以下「完了期日」という。）までに

補助事業を完了し、条例第１８条による実績報告を行わなければならない。 

 

（交付の条件） 

第１３条 市長は、補助金の交付を決定する場合は、次に掲げる条件を付するものとする。 

⑴ 補助事業の内容又は費用の配分の変更をしようとするときは、あらかじめ市長の承認を受けなけ

ればならないこと。 



 
 

⑵ 補助事業の全部を中止し、若しくは廃止しようとするとき、又は補助事業が完了期日までに完了す

る見込みがなくなったときは、速やかに市長に報告し、その指示を受けなければならないこと。 

 

（変更又は廃止の承認） 

第１４条 補助事業者は、条例第１２条第１項に基づく交付の決定後事業の内容に変更が想定されたと

き又は事業の廃止を行うときは、速やかに市長と変更内容又は廃止について協議し、必要があれば市長

の承認を得なければならない。 

２ 条例第１１条第１項第１号の規定による補助事業の内容又は経費の配分の変更に係る市長の承認の

申請は、変更承認申請書（第４号様式）に、次に掲げる書類を添えて行わなければならない。 

⑴ 補助金交付決定通知書の写し又は前回変更時の変更事項等審査結果通知書の写し 

⑵ 変更内容に関する書類 

⑶ その他市長が必要と認める書類 

３ 条例第１１条第１項第１号に規定する軽微な変更は、補助事業の目的に変更がなく、かつ、次の各号

のいずれかに該当する場合とする。 

⑴ 補助金の交付予定額に変更を生じない場合 

⑵ 第２条第４号の規定による調査の結果、アスベストの含有がないと判明し、補助対象費用に減額変

更が生じた場合 

４ 条例第１１条第１項第２号の規定による補助事業の中止、又は廃止の承認の届出は、事業中止・廃止

届出書（第５号様式）に、次に掲げる書類を添えて行わなければならない。 

 ⑴ 補助金交付決定通知書の写し又は前回変更時の変更事項等審査結果通知書の写し 

⑵ 事業の中止又は廃止に関する書類 

 ⑶ その他市長が必要と認める書類 

５ 市長は、第２項の規定による申請があった場合において、当該申請の内容を認めるときは、その旨を

変更事項等審査結果通知書（第６号様式）により、補助事業者に通知するものとする。 

６ 市長は、第４項の規定による届出があった場合において、当該内容を認めるときは、その旨を事業中

止・廃止承認通知書（第７号様式）により、補助事業者に通知するものとする。 

 

（実績報告） 

第１５条 含有調査に係る条例第１８条第１項の規定による報告は、含有調査完了実績報告書（第８号様

式）に次に掲げる書類を添えて行わなければならない。 

⑴ 建築物石綿含有建材調査者登録証の写し 

⑵ 含有調査結果を示す書類の写し 

⑶ 含有調査に係る契約書又は注文請書の写し 

⑷ 含有調査に要した費用の明細書の写し 

⑸ 含有調査に要した費用を支出したことを証する領収書の写し 

⑹ その他市長が必要と認める書類 

２ 除去等に係る条例第１８条第１項の規定による報告は、除去等完了実績報告書（第９号様式）に次に

掲げる書類を添えて行わなければならない。 

⑴ 除去等に係る契約書の写し 

 ⑵ 除去等に要した費用の明細書の写し 



 
 

 ⑶ 除去等に要した費用を支出したことを証する領収書の写し                                 

 ⑷ 除去等の工程が確認できる工事中の写真及び工事完了後の写真 

 ⑸ 除去等の工事後のアスベスト粉じん濃度の測定結果を記載した書類 

⑹ 実施計画書 

⑺ 建築物石綿含有建材調査者登録書の写し 

⑻ その他市長が必要と認める書類 

（補助金の額の確定） 

第１６条 条例第１９条の規定による通知は、補助金額確定通知書（第１０号様式）により行う。 

 

（補助金の請求） 

第１７条 補助事業者は、補助金の支払いを請求しようとするときは、補助金請求書（第１１号様式）に

次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。 

⑴ 補助金交付決定通知書の写し 

⑵ 変更事項等審査結果通知書の写し（第１３条第２項に規定する申請を行った場合に限る。） 

⑶ 補助金額確定通知書の写し 

⑷ その他市長が必要と認める書類 

 

（補助金の交付決定の取消し） 

第１８条 市長は、次の各号のいずれかの事情が生じたときは、補助金の交付の決定の全部若しくは一部

を取り消し、又は交付予定額若しくは交付額を変更することができる。 

⑴ 法令（条例を含む。）及びこの要綱の規定に違反したとき。 

⑵ 補助事業者が、補助事業を実施しなかったとき。 

⑶ この要綱に定める補助要件を欠くに至ったと市長が認めたとき。 

⑷ 前各号に掲げる場合のほか、補助金を交付することが適当でなくなったと市長が認めたとき。 

 

（補則） 

第１９条 この要綱の施行に関し必要な事項は、都市計画局長が定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成１９年６月１日から施行する。 

（要綱の失効） 

２ この要綱は、平成２２年５月３１日をもって失効する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。 

（要綱の失効） 

２ この要綱は、平成２２年５月３１日をもって失効する。 

附 則 

この要綱は、平成２１年１月１日から施行する。 



 
 

附 則 

この要綱は、決定の日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２８年５月９日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成３１年４月８日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 
 


